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研究要旨 

本研究班では 2017 年より職場における啓発・検査プログラムを実施し、それまで

に機会のなかった層に HIV 検査と相談支援、および HIV/エイズに関する情報の提供

を行ってきた。2020 年初頭からの新型コロナウイルス感染症の流行下でも、健康管

理・感染症全般への意識を高め、HIV ステータスにかかわらず働きやすい職場と社会

環境づくりに資することを目的に、オンラインでも活用可能な資材を制作するととも

に、相談体制も拡充した。さらに、職域検査に関する諸外国のガイドライン等を収集

して情報を整理した。 
その結果、啓発と検査機会ならびに相談支援が包括的に提供され、検査の受検は任

意であることと、労働者のプライバシーが守られ、検査結果は雇用に影響しないとい

う当プログラムのポリシーは、感染症と共に生きる社会で有用な取り組みとなりうる

ことが確認された。 
 
A. 研究目的 
本研究班が、米国 CDC（Centers for Disease 

Control and Prevention／疾病管理予防センター）

の「Business Responds to AIDS (BRTA)」を参考に

して 2017 年に立ち上げた「BRTA JAPAN」のプ

ラットフォームでは、職場を基盤とした HIV/エ
イズの理解促進やスティグマ低減、郵送による

HIV 検査とそれに付随した相談支援サービスの

提供を行ってきた（図 1）。 
2020 年からの 3 か年度もこのプラットフォー

ムを維持拡大し、コロナ禍を踏まえた健康管理

と感染症対策の延長として、HIV ステータスに

かかわらず多様な人が働きやすい職場環境、お

よび安心して職域検査を利用できるような支援

体制の整備に資することを本研究の目的とし

た。 
 

B. 研究方法 
はじめに、米国 BRTA 等の資料を参考にして

当研究班で制作してきた啓発・検査プログラム

用の教材の拡充やオンライン化を行い、おって

一般市民への普及啓発用にも展開させることと

した。また、その一環として、職場における

HIV/エイズ対策に関連する海外のガイドライン

を新たに収集・翻訳し、職域検査に必要とされ

る配慮や環境整備などの重点項目を整理するこ

ととした。 
職域 HIV 検査の支援体制については、検査受

検後の相談・医療機関への適切なつなぎのみな

らず、受検行動につながるような各種情報の提

供、感染不安に寄り添った相談支援など、切れ

目のないサポートが行われることが望ましい。

HIV 陽性者とそのパートナー・家族らの支援を

行う認定 NPO 法人ぷれいす東京に寄せられてき

た相談内容等をもとに、労働者の HIV 検査受検

にともなう疑問や不安に具体的に応えられるよ

うなコンテンツを作成することとした。 
さらには、従来は電話とメールで対応してい

た相談窓口に、チャット（スマートフォン等の

メッセンジャーアプリを通じた相談）を増設し

た（図 2、次項）。チャット相談は、啓発・検査

プログラムを導入した企業等の従業員を対象に

広く利用可能な窓口と、郵送検査キットの結果

告知の Web 画面に設置されたバナーから誘導す
図 1: Web サイト「BRTA JAPAN」 
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る、陽性の結果を受け取った人向けの窓口の 2
種類を開設して、それぞれに相談員を配置する

こととした。相談は、いずれの窓口形式におい

ても無料・匿名で受け付けた。 
（倫理面への配慮） 

本研究は「人を対象とする医学系研究」には

該当しない。 
 
C. 研究結果 
企業の雇用主や人事担当者向けには、国立病

院機構名古屋医療センター・横幕医師による

HIV/エイズの最新情報の講義、および産業衛生

（産業医科大学・石丸医師）と HIV/エイズ臨床

（名古屋医療センター・今橋医師）の専門家に

よるトークの、以下 2 本の動画コンテンツを制

作した。 
 「ヘルスケアへの取り組みの充実に、HIV
チェックを」 
https://youtu.be/wx754W6KHp8 
 「職域での検診機会を利用した検査機会

拡大のための新たな HIV 検査体制の構築

に向けた研究」 
https://youtu.be/Sr5rTTcOlio 

 労働者・一般向けには以下の、HIV 郵送検査

キットの使用方法を分かりやすく紹介した動画

を制作し、公開した（図 3）。 
 「HIV 郵送検査キット－使用体験ムービ

ー」 
https://youtu.be/Ypf7viX3B2I 

また、NPO ぷれいす東京で対応した相談内容

を参考に、検査前後の具体的なフローについて

イメージできるような情報を網羅した Q&A 等を

掲載したパンフレットを作成した。啓発・検査

プログラムでは、検査を受検しなくても研修機

会が提供されるため、企業コミュニティ全体で

HIV/エイズについて学び、職場における配慮事

項についても理解を促進することができてい

た。それらの資材は全て、Web サイト「BRTA 
JAPAN」（https://brta.jp/）、SNS を通じて広く一

般へ向けても発信した。 
海外で発行されているガイドラインを精査し

た結果、英国 1) 2)や国際労働機関（ILO）などの

国際機関 3)の文書では、職域における HIV 検査

の取り組みにおいて、主に以下の点を配慮する

ことが重要であると明言されていた。 
 
 HIV 検査は任意として、推奨され、支援

される必要がある。また、検査の前後に

は、カウンセリングを提供しなければな

らない。 
 雇用主は、HIV 陽性の従業員に不利益に

なるような取り扱いをしてはいけない。 
 採用内定前の求職者に、採否の決定を目

的とする検査を行ってはならない。求職

者には、極めて限られた場合にのみ、健

康状態の質問をすることができる。 
 雇用主には、従業員や求職者から開示さ

れた個人情報（健康状態を含む）の扱い

に対する規制があり、労働者の個人情報

は保護される。 
 
また、ILO などによる取り組み例 4)からは、労

働者のプライバシーが守られること、およびス

ティグマのない職場環境を雇用主が保障するこ

とが不可欠であり、労働者の健康と生産性との

間に関連があることなどが明らかになってい

た。 

図 2: チャット相談画面（イメージ） 

図 3: 検査キットの使用体験動画 
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あわせて、HIV 検査受検前後のサポートを提

供する相談窓口の広報用カードを作成し、検査

キットとともに配布した。相談窓口では、企業

での啓発・検査プログラム実施時期に寄せられ

た電話・メール・チャット合わせて 6 件の相談

に対応した。検査キットの使用方法や結果の見

方といった質問のほか、HIV/エイズへの不安に

よる相談が寄せられた。チャット窓口では、テ

キストのやり取りという特性を生かした視覚的

にも分かりやすい情報提供や、必要に応じて他

の専門機関を紹介するなどの対応を行った。 
 
D. 考察 

啓発と検査機会および支援がセットで提供さ

れ、検査の受検は任意であることと、受検者の

プライバシーは守られ、検査結果が雇用に影響

しないことが BRTA JAPAN のポリシーである。

新型コロナウイルス感染症の流行は、疾病や健

康状態、保健行動に関するプライバシーの問題

を提起したが、それらは BRTA JAPAN が推進す

る多様な人が働きやすい職場づくりの基盤とも

共通するテーマである。本研究班では当初か

ら、職域 HIV 検査の推進において、就業中の

HIV 陽性者への配慮も含めた、労働者のプライ

バシー保護に重点を置いてきたが、諸外国の例

を参照する中で、その妥当性が示唆されてい

る。 
郵送検査は、検査キットを手にしたとしても

使用しない・返送しない層が一定数いることな

どが課題として報告されている。多くの人が日

常的に使用する SNS やスマートフォンのメッセ

ンジャーアプリを通じた情報提供と相談支援

は、受検者・受検予定者の不安や手続き上の疑

問等に応えるサポートのあり方として、有用な

選択肢の一つであると考えられた。一方で、研

究最終年度に開設したチャット相談窓口の存在

は、対象者に十分に認知されていたとはいえ

ず、窓口情報の広報に課題が残った。 
 
E. 結論 
職場で HIV 検査が推進される際には、HIV 陽

性者支援の知見も生かした情報提供や啓発、受

検前の不安や検査プロセスに対するサポート、

陽性判明後の病院受診へのつなぎといったきめ

細やかな支援体制の整備が必要とされている。

プライバシー保護や人権の擁護という国際的な

スタンダードに準拠し、新型コロナウイルス感

染症の流行下でも一貫した当プラットフォーム

の職場と健康に対する各種の取り組みが、感染

症と共に生きる社会において活用可能である可

能性が確認された。 
今後も、企業や従業員、広く一般に向けて、

本研究班の研究成果の普及啓発を継続していき

たい。 
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